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第２  章 1990 年代の労働力率低下の要因 

要旨  

本章の研究は、日本の人口・労働力人口の構造特性（東京、大都市圏、地方圏）とその

近年の変化が、日本の労働力率変化の構造要因として、どのように影響しているかを検証

する。その第一歩として、1990 年代の日本において発生した労働力率（労働力人口／15

歳以上人口）の低下を分析する。まず、マクロ的な労働力率の変化の要因を、算術的寄与

度分解の手法で男女別年齢階級（コーホート）別労働力率変化と人口構成比変化の 2 つに

分けた。その結果、1997～2004 年のマクロ労働力率低下のうち、人口高齢化による 65 歳

以上人口の増加はその 5 割強を占める要因であることが明らかとなった。他方、男女別・

年齢階級別の労働力率変化要因が、マクロ労働力率低下の半分弱を占める要因である。つ

いで、こうした労働力率変化に対して、この時期の景気後退・停滞が及ぼした影響を概観

するため、男女別・年齢階級別の労働力率と景気循環を示す変数（GDP ギャップ）により

回帰分析を行ってみた。その結果、景気循環で直接説明する部分は寄与率 1～2 割程度で

あり、なんらかの構造要因が大きく作用していたことが判明した。本章の最後には、2005

年度の研究の方針をまとめた。特に、東京、大都市圏、地方圏という人口・労働力人口の

構造とそれを元にした人口移動の最近の変化が、労働力率の変化の構造要因としてどのよ

うに作用していたかを明らかとするための準備作業として、所要データや研究の手順など

を整理した。研究の成果として、労働政策の範疇にある労働力率の変化が、国土政策・都

市政策の政策領域とされてきた人口移動とどのような関係をもち、これらの政策の協同関

係（あるいは相反関係）を明らかとする。  

 

1.  問題の所在  

15 歳以上人口に占める労働力人口の割合である労働力率は、先進国では国民所得の上昇

や社会的要因、制度的要因により、長期的に低下の傾向をたどってきた。日本においても、

（図  ２-1 日本の男女別労働力率の推移）で明らかなように、労働力率は長期的に低下傾

向にある。これを男女別にみると、1970 年代以降、就学期間の長期化、引退年齢の低下に

よる男性労働力率の著しい低下と、女性の社会進出による女性労働力率の上昇が同時に発

生していた。こうした男女別の傾向も、他の先進国と共通のものである。  

1970 年代から続いた男性労働力率の低下と女性労働力率の上昇は、1990 年代に入って

一服した。その結果、1990 年代半ば過ぎまで、労働力率はおよそ 63～64%台で推移してい

た。ところが、日本の労働力率は 1997 年に頭打ちとなり、2004 年までに連続的に 3%ポイ

ント以上も下落した。マクロ的には労働力人口は本源的な生産要素として、資本ストック、
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技術とともに、経済全体の潜在的な生産力を決定する要因である。人口の伸びの鈍化が確

実となっている現在、労働力率の低下は労働力人口の減少に直結する。労働力人口は 1998

～2004 年での間に 150 万人（2.2%）も減少した。これは、今後の日本経済の成長と国民の

福祉（一人あたり国民所得）に対する懸念材料となっている。こうした意味からも、労働

力率の低下は深刻な経済上の課題となっている。  

マクロ的な労働力率の低下については、それが構造問題によるものか、景気循環による

ところが大であるかで、労働経済上の研究の課題となっている。本研究は、短期的な景気

循環要因というよりは、より中長期的な構造要因のうち、国土の人口構造と地域格差、人

口の地域間移動などが労働力率にもたらす影響に関心がある、特に、1990 年代以降に顕著

になる日本での労働力率の低下の要因として、都市部における非労働力化を男女別、年齢

別（年少人口、生産年齢人口、老年人口の別）に分析することが中心となる研究課題であ

る。その研究成果は同時に、労働力率低下のひとつの構造的要因としての地域問題を解明

することにも寄与するであろう。  

図   ２-1 日本の男女別労働力率の推移  
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出所）総務省「労働力調査」から作成。  

現在、全国各地において、若年者フリーターの大量発生にみるように、新卒若年者が正

規雇用につけない、あるいは非正規雇用を選択する動きが発生している。それと併行して、

労働意欲の喪失により労働市場からの撤退をみるようになってきている。このような非労
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働力化は、地方圏においては著しいとみるが、近年は東京を含む都市部においても目立っ

てきている。また、非正規雇用は、むしろ東京圏のような雇用機会の豊富な地域の現象で

あるということもできる。わが国の長期的な成長の潜在力の低下を懸念するなかで、労働

力率の低下は非常に重要な問題である。特に、新規産業への移行に比較的柔軟に対処しう

るとみる若年者世代の非労働力化は、今後、日本経済の持続的発展の妨げとなりかねない。

本研究では、こうした若年者の労働力率の低下に地域・都市問題がどの程度関連し、それ

にどのような政策的含意があるかを明らかにしようとするものである。  

それに加えて、周知のように日本では高齢化が急速に進行している。通常、老年人口の

非労働力化は、退職と安楽な引退生活を意味し、ある意味で望ましい。ただし、今後、年

金への不安やマクロ的な労働力の減少から、むしろ能力と気力のある高齢者を労働市場に

留めることは、必要な政策課題となっている。高齢者の労働力率においても、地域・都市

問題は無視できない。定年を迎えた 60 歳代の高齢者が、引退に伴って居住地域を変更す

ることはありうるが、その際に、何らかの雇用機会がある場合、それらの非労働力化を防

止できる。  

以下では、まず、労働力調査やその他のデータを使用して、マクロの労働力率の動向を

概説する。ついで、男女別・年齢階級別の労働力率を作成し、寄与度分解の方法を使用し

て年齢階級別の労働力率変化寄与分と人口構成変化寄与分とで示す。年齢階級別には、男

女の 15～19 歳、20～24 歳、25～29 歳の若年の階級と男女の 65 歳以上の階級を最も注目

する。  

 

以上のように 2004 年度調査は、2 か年の調査の初年度であり、マクロ労働力率の分析と

労働の地域特性や地域間移動を考慮できるような分析のフレームワークを検討に止まる。 

2.  男女別の要因寄与度分析  

1990 年代末以降のマクロの労働力率低下が経済的な要因によるものであるか、性別・人

口に関連する要因であるものかは明確でない。そこで、要因を推測しやすくするため、労

働力率の時系列データを男女別・年齢階級別に分割したうえで、期間毎の変化を観察する。

マクロの労働力率の変動は、男女別・年齢階級別の労働力率変化分と人口構成変化分に寄

与度分解できるので、どの分類の変化が全体に大きく影響しているかが明らかとなるはず

である。  

期間分割は、長期的な傾向をみるため、データが入手可能な 1968～2004 年を、男女労

働力率の傾向の違いにより 4 期間に分ける。すなわち、第 1 期は、1968～1975 年の女子労

働力率低下期、第 2 期は、1976～1987 年の女子労働力率上昇期、第 3 期は、1988～1996

年の労働力率安定期、第 4 期は、1997～2004 年の労働力率低下期とする。加えて、第 4 期
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の期間内における継続的な労働力率低下の要因をみるため、1997 年と 2004 年の単年同士

を比較する。  

具体的な寄与度分解は、各期間におけるマクロの労働力率の期間平均値前期差を、男女

別・年齢階級別に分類したそれぞれの労働力率の期間平均値前期差（労働力率要因）、お

よび人口前期差（人口構成比要因）とで寄与度に分ける（参考資料 1 労働力率の寄与度

分解）。労働力率要因とは、男女別・年齢階級別それぞれの労働力率の前期差分がマクロ

の労働力率の前期差分に及ぼす寄与度、人口構成比要因とは、男女別・年齢階級別の労働

力率がそれぞれ一定であったとしても、その男女別人口構成比が時間とともに変化すると

マクロの労働力率が変化する、という効果をとらえている。  

この作業により、マクロの労働力率の前期差分を男女別の労働力率要因と人口構成比要

因に分けると、（表   ２-１  労働力率前期差の男女別要因寄与度分解（総括表））のような結

果となる。年齢階級別の寄与度については、後述する。  

表   ２-１  労働力率前期差の男女別要因寄与度分解（総括表）  

（すべてマクロの労働力率変化に対する寄与度、年率パーミル）  
 

第 2 期／第 1 期 第 3 期／第 2 期 第 4 期／第 3 期 2004 年／1997 年 

マクロ労働力率 -1.50 0.23 -1.59 -4.60 
労働力率変化要因（１） -1.47 2.10 0.05 -2.11 

   男性 -1.82 0.12 -0.53 -2.17 
   女性 0.35 1.99 0.59 0.06 

人口構成比変化要因（２） -0.26 -1.92 -1.65 -2.53 
   男性 1.54 -0.10 0.01 -0.48 
   女性 -1.80 -1.84 -1.66 -2.05 

寄与度合計（(1 )+(2)） -1.73 0.18 -1.60 -4.64 

出所）総務省「労働力調査」から作成。  

注：第 1 期 1968～1975年、第 2 期 1976～1987年、第 3 期 1988～1996 年、第 4期 1997～2004 年。寄与度は、

それぞれの期間平均の前期差。ただし、最後の欄は、1997年と 2004 年の差分。  

(1)  労働力率のトレンドと変化：特に、第 3、4期の比較  

全期間を通じたマクロの労働力率のトレンドとしては、女性人口構成比変化によって、

常に年率 1.7～1.8 パーミル程度マクロ労働力率を低下させていることが観察できる。後述

するが、女性の老年人口の増加による労働力率の低下が期間を通じて一定の寄与をしてい

る以外は、期間別傾向は年齢階級により異なっている。  

期間毎にみると、第 1 期（1968～1975 年）から第 2 期（1976～1987 年）にかけてマク

ロ労働力率は低下した（年率▲1.50 パーミル低下）。この間には、全期間のトレンド以外

では、男性労働力率の低下（マイナス寄与）と男性の人口構成比変化（プラス寄与）が目

立っている。第 2 期（1976～1987 年）から第 3 期（1988～1996 年）には、マクロ労働力
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表   ２-２  男女別・年齢階級別労働力率と景気循環要因  

男子年齢 定数項 景気循環要因 ラグ 検定値 

15～19 歳 -- 0.121542 
(2.34192) 4 R2=.056619 

DW=1.11935 

20～24 -- 
 

0.156485 
(2.25685) 0 R2=.050761 

DW=1.13470 

25～29 -0.000907 
(-1.85005) -- -- DW= 1.34937 

30～34 -- 0.039633 
(2.22290) 1 R2= .050110 

DW= 1.41905 

35～39 -- 0.028218 
(1.49053) 0 R2= .022740 

DW= 1.49724 

40～54 -- 0.017180 
(1.12398) 4 R2= .013615 

DW= .943060 

55～64 -- 0.126320 
(3.55973) 0 R2= .120985 

DW= .823173 

65 歳以上 -0.00492114 
(-5.12188) -- -- DW= .736870 

女子年齢 定数項 景気循環要因 ラグ 検定値 

15～19 歳 -- -0.092731 
(-1.57744) 

4 R2=.027194 
DW=1.02125 

20～24 -- -0.109471 
(-1.73910) 

3 R2=.032409 
DW=1.01120 

25～29 0.010378 
(11.9924) -- -- DW=1.67729 

30～34 0.0055003 
(5.17213) 

0.147004 
(2.48510) 

4 R2=.053815 
DW=1.70756 

35～39 0.0018621 
(1.82820) -- -- DW=1.48213 

40～54 0.0031956 
(4.97044) -- -- DW=.900766 

55～64 0.0024235 
(3.13331) 

0.114522 
(2.64959) 

3 R2=.061419 
DW=.934644 

65 歳以上 -0.0011583 
(-2.41889) 

0.049628 
(1.86309) 

4 R2=.026437 
DW=1.08203 

出所）総務省「労働力調査」、内閣府「国民経済計算」より推計。  

注：係数のかっこ内は、ｔ値。  

多くの年齢階級で、景気循環要因がプラスの係数を示している。これは、景気後退に伴

って、失業の発生と労働市場からの退出が同時に発生するためであろう。ただし、女子の

若年層は、マイナスの係数となっている。おそらくは、景気が悪化した場合に、修学・高

等教育課程への進学をあきらめて就職するというパターンが出ているのではないか。  

1997 年より 2004 年まで、労働力率は 3.3%ポイント程度低下したが、この間の景気後退

と停滞が原因となった労働力率の低下は、特に男性の各年代と女性の高齢者に現れている。
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ただし、こうした景気循環要因による労働力率低下は、関数の推計では 1～2 割以下の寄

与率に過ぎず、残りは何らかの構造的要因である。特に、景気循環要因としての GDP ギャ

ップが有意に効いていない年齢階級については、さらに構造要因を検討していく必要があ

る。  

5.  今後の詳細な推計作業の枠組み  

(1)  問題意識  

2005 年度においては、労働力率変化の構造的要因に、地域特性と地域間移動が組み込め

るような分析の枠組みを検討する。基本的な問題意識は、日本の人口・労働力人口の構造

特性（東京、大都市圏、地方圏）とその近年の変化が、労働力率変化の構造要因として、

どのように影響しているかを検証することである。研究の成果として、労働政策の範疇に

ある労働力率の変化が、国土政策・都市政策の政策領域とされてきた人口移動とどのよう

な関係をもち、これらの政策の協同関係（あるいは相反関係）を明らかとする。  

(2)  分析作業  

分析作業としては、マクロ労働力率の男女別年齢階級別の傾向的な変化に日本の地域的

な人口・産業構造と人口移動がどのように寄与してきたかを解明するため、数量的な分析

を加える。分析は、大規模な寄与度分解（地域別、（産業別あるいは職業別）、男女別、年

齢階級別の 3（ないし 4）次元の寄与度分解）と、地域別・男女別・年齢階級別の労働力

率を被説明変数とする関数分析が主体となる。  

具体的には、理論・実証分析の文献調査、推計式および推計手法の検討、年齢階級別男

女別労働力率市町村別データの入手可能性の検討および収集（基本的には国勢調査になる

が、加えて労働力調査）による、労働力率に関連すると考える各種地域別指標（関数分析

では説明変数）の収集（特に、地域別の産業別生産、賃金、人口移動、サービス産業比率、

長期失業、非定型就労、職業構成）統計パッケージ（SPSS、TSP など）を用いた推計作業、

関連データベースの整備（収集データは最小限データベース化する）、が中心となろう。  

他の調査の成果も踏まえ、東京圏の発展が若年世代の労働力率に持った影響の分析につ

いての数量分析を行い、1990 年代後半から顕著となってきた東京圏の集中的な発展の影

響を数量的に明らかとしたうえで、労働政策への提言可能性を探る。具体的な作業は、東

京圏での発展の影響の整理、何らかの政策シミュレーション、政策課題の整理、労働政策

への政策含意の検討である。  
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右辺第 1 項は男女別・年齢階級別に各労働力率の変化の寄与度、第 2 項は人口構成比の

変化の寄与度である。第 2 項は、男女別・年齢階級別の労働力率が一定であったとしても、

その人口構成比が時間とともに変化するとマクロの労働力率が変化する、という効果をと

らえている。  
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（参考資料2）  

参考表   ２-1 男女別年齢階級別の労働力率変化要因の寄与度  

（すべてマクロの労働力率変化に対する寄与度、年率パーミル）  

 第 2期／第 1 期  第 3期／第 2期  第 4期／第 3期  2004 年／1997

労働力率要因 -1.47 2.10 0.05 -2.11 
 

合計 -1.82 0.12 -0.53 -2.17 
 15～19 歳 -0.63 0.01 -0.02 -0.14 

20～24 -0.57 0.10 -0.06 -0.43 

25～29 -0.06 0.00 -0.05 -0.16 

30～34 -0.03 0.00 -0.02 -0.07 

35～39 -0.01 0.01 -0.02 -0.06 

40～44 -0.01 0.02 -0.01 -0.05 

45～49 -0.01 0.03 -0.01 -0.06 

50～54 -0.01 0.04 -0.01 -0.10 

55～59 -0.02 0.07 0.04 -0.09 

60～64 -0.12 -0.04 -0.05 -0.19 

 
 

男 
 
 
 

性 

  65 歳以上

 
-0.36 -0.11 -0.31 -0.82 

合計 0.35 1.99 0.58 0.06 
 15～19 歳 -0.67 -0.05 -0.01 -0.03 

20～24 0.14 0.17 -0.15 -0.28 

25～29 0.32 0.63 0.35 0.36 

30～34 0.11 0.20 0.26 0.28 

35～39 0.13 0.15 0.02 0.01 

40～44 0.15 0.19 0.03 -0.03 

45～49 0.13 0.25 0.05 0.06 

50～54 0.07 0.24 0.09 0.03 

55～59 0.03 0.16 0.17 0.05 

60～64 0.00 0.03 0.00 -0.01 

 
 

女 
 
 
 

性 

65 歳以上 -0.07 0.03 -0.21 -0.39 

出所）総務省「労働力調査」から作成。  

注：第 1 期 1968～1975年、第 2 期 1976～1987年、第 3 期 1988～1996 年、第 4期 1997～2004 年。寄与度は、

それぞれの期間平均の前期差。ただし、最後の欄は、1997年と 2004 年の差分。  
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参考表   ２-2 男女別年齢階級別の人口構成比変化要因の寄与度  

（すべてマクロの労働力率変化に対する寄与度、年率パーミル）  

 第 2 期／第 1 期 第 3 期／第 2 期 第 4 期／第 3 期 2004 年／1997 年 

人口構成要因 -0.26 -1.92 -1.65 -2.53 
 

合計 1.54 -0.09 0.01 -0.48 
 15～19 歳 0.07 -0.23 0.52 0.38 

20～24 -0.19 0.06 -0.05 -0.14 

25～29 -0.05 -0.10 0.23 -0.13 

30～34 0.22 -0.32 0.22 0.36 

35～39 0.27 -0.17 -0.10 0.19 

40～44 0.23 0.25 -0.41 -0.10 

45～49 0.42 0.24 -0.08 -0.70 

50～54 0.52 0.20 0.29 0.17 

55～59 0.26 0.30 0.16 0.27 

60～64 0.06 0.16 0.06 0.06 

 
 

男 
 
 
 

性 

65 歳以上 -0.26 -0.48 -0.83 -0.84 

合計 -1.80 -1.83 -1.66 -2.05 
 15～19 歳 0.10 -0.21 0.50 0.39 

20～24 -0.05 0.05 -0.05 -0.12 

25～29 0.05 0.05 0.00 -0.02 

30～34 -0.10 0.14 -0.07 -0.08 

35～39 -0.07 0.02 0.01 -0.01 

40～44 -0.02 0.01 -0.07 -0.02 

45～49 -0.02 0.02 -0.02 -0.17 

50～54 -0.08 -0.02 0.02 0.02 

55～59 -0.15 -0.10 -0.04 -0.04 

60～64 -0.20 -0.24 -0.12 -0.15 

 
   
女 

 
 
 

性 

65 歳以上 -1.26 -1.56 -1.81 -1.84 

出所）総務省「労働力調査」から作成。  

注：第 1 期 1968～1975年、第 2 期 1976～1987年、第 3 期 1988～1996 年、第 4期 1997～2004 年。寄与度は、

それぞれの期間平均の前期差。ただし、最後の欄は、1997年と 2004 年の差分。  
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